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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第54期

第３四半期

連結累計期間

第55期

第３四半期

連結累計期間

第54期

第３四半期

連結会計期間

第55期

第３四半期

連結会計期間

第54期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

売上高 （千円） 15,146,89010,991,9144,596,6544,227,67618,565,477

経常利益又は経常損失
（△）

（千円） △128,573△308,364△178,651103,392△468,890

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（千円） △351,343△358,648△356,833 47,727△678,133

純資産額 （千円） － － 12,376,37911,803,71811,967,931

総資産額 （千円） － － 25,277,30923,588,19923,742,816

１株当たり純資産額 （円） － － 748.35 722.24 731.70

１株当たり四半期純利益金
額又は四半期（当期）純損
失金額（△）

（円） △21.25 △21.95 △21.61 2.92 △41.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 48.6 50.0 50.4

営業活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） △838,522338,050 － － 2,927,182

投資活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） △1,100,701△1,814,828 － － △1,394,878

財務活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） 1,039,717△22,185 － － 804,928

現金及び現金同等物の四半
期末（期末）残高

（千円） － － 1,000,6042,727,9474,224,376

従業員数 （名） － － 413 357 411

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は「３．関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、連結子会社である盟伸工業株式会社は、平成21年12月31日に清算結了

いたしました。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 357 （37）

(注)　１　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　　　２　臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、パートタイマー、派遣社員を除いています。

 ３　従業員数が当第３四半期連結会計期間において53名減少しましたのは、主に自動車内装部品の仕上

     加工受託先である盟伸工業株式会社の解散及び希望退職者の募集によるものであります。

　

(2)　提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 301 （37）

(注)　１　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。

　　　２　臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、パートタイマー、派遣社員を除いています。

　　　３　従業員数が当第３四半期会計期間において30名減少しましたのは、主に希望退職者の募集によるも

　　　　　のであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 　生産高(千円) 前年同四半期比(％)

自動車部品事業 3,679,766 △9.3

住宅事業 337 △96.4

包装製品事業 16,861 △75.6

合計 3,696,965 △10.6

(注) １　金額は、販売価格によっており、購入製品は含みません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの
名称

　受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

自動車部品事業 4,070,164 3.2 1,330,891 26.7

住宅事業 76,607 △37.6 6,829 △63.5

包装製品事業 14,695 42.8 4,610 △9.6

合計 4,161,466 2.1 1,342,330 24.9

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 　販売高(千円) 前年同四半期比(％)

自動車部品事業 4,077,717 △7.7

住宅事業 134,684 △13.8

包装製品事業 15,274 △33.5

合計 4,227,676 △8.0

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

トヨタ紡織株式会社 1,007,034 21.9 1,097,800 26.0

林テレンプ株式会社 365,197 7.9 387,742 9.2

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア地域を中心とした海外経済の持ち直しや経済

対策による個人消費回復の兆しが見られるものの、円高の進行による輸出関連企業の業績悪化やデフレ懸

念、雇用情勢の悪化等、依然先行き不透明な状況が継続推移しました。一方、当社グループが主要な事業基盤

とする自動車業界では、各国政府による需要喚起策を追い風として小型車、環境対応車の販売が堅調であ

り、中でも中国における自動車市場が小型車減税策により活性化しています。

このような状況のなかで当社グループは、平成22年３月期通期の営業損益黒字化の実現に向け、全社を挙

げて売上高の向上とコスト削減に取り組んでまいりました。

当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は4,227百万円（前年同四半期比8.0％減）、営

業利益は102百万円（前年同四半期は営業損失117百万円）、経常利益は103百万円（前年同四半期は経常損

失178百万円）、四半期純利益は47百万円（前年同四半期は四半期純損失356百万円）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①自動車部品事業

自動車部品事業では、未だ本格的な需要回復には至っておらず、依然として厳しい状況の中、売上高は

4,077百万円（前年同四半期比7.7％減）、営業利益は105百万円（前年同四半期は営業損失88百万円）

となりました。

②住宅事業

住宅事業では、売上高は134百万円（前年同四半期比13.8％減）、営業利益は７百万円（前年同四半期

は営業利益０百万円）となりました。

③包装製品事業

包装製品事業では、売上高は15百万円（前年同四半期比33.5％減）、営業損失は９百万円（前年同四

半期は営業損失29百万円）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は23,588百万円（前連結会計年度末比154百万円減）とな

りました。

このうち流動資産は、14,228百万円（前連結会計年度末比249百万円増）となりました。これは主に、売上

回復を反映し受取手形及び売掛金が1,235百万円増加したことや、繰延税金資産が229百万円増加した一方、

現金及び預金が1,396百万円減少したこと等によるものです。

固定資産は、9,348百万円（前連結会計年度末比403百万円減）となりました。これは主に、工具、器具及び

備品が190百万円、投資有価証券が251百万円それぞれ増加し、建設仮勘定が627百万円減少したこと等によ

るものです。

　

負債は、11,784百万円（前連結会計年度末比9百万円増）となりました。
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このうち流動負債は6,630百万円（前連結会計年度末比1,157百万円減）となりました。これは主に、短期借

入金が1,724百万円減少したこと等によるものです。

固定負債は、5,153百万円（前連結会計年度末比1,166百万円増）となりました。これは主に、長期借入金

が1,503百万円増加し、退職給付引当金が169百万円減少したこと等によります。

　

純資産は、11,803百万円（前連結会計年度末比164百万円減）となりました。これは主に、利益剰余金が

358百万円減少し、その他有価証券評価差額金が214百万円増加したこと等によるものです。

　

（自己資本比率）

当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は50.0％（前連結会計年度末比0.4ポイント減）と

なりました。

　

（１株当たり純資産額）

当第３四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は722円24銭（前連結会計年度比９円46銭の

減少）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、2,727百万円（前年同四半期比1,727百万

円の増加）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは112百万円の支出（前年同四半期は283百万円の収入）となりまし

た。これは主に税金等調整前四半期純利益85百万円、減価償却費233百万円を計上する一方で、事業構造改善

費用の支払による支出が234百万円、その他負債が206百万円減少したこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは416百万円の支出（前年同四半期は584百万円の支出）となりまし

た。これは主に短期貸付金の増加257百万円や有形固定資産の取得による支出80百万円、無形固定資産の取

得による支出84百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは229百万円の収入（前年同四半期は270百万円の収入）となりまし

た。これは主に長期借入による収入300百万円や長期借入金の返済による支出64百万円等によるものです。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は22百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 47,040,000

計 47,040,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数（株）

（平成21年12月31日）

提出日現在

発行数（株）

（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 17,514,297 17,514,297
東京証券取引所市場
第二部

株主としての権利内容
に制限のない、標準と
なる株式単元株式数は
1,000株

計 17,514,297 17,514,297－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

 

（千円）

資本金残高

 

（千円）

資本準備金

増減額

（千円）

資本準備金

残高

（千円）

　平成21年10月１日～

　平成21年12月31日
─ 17,514,297 ─ 2,167,399 ─ 1,696,397

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成21年9月30日現在で記載しております。

　

①　【発行済株式】

平成21年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－
株主としての権利内容
に制限のない、標準とな
る株式　普通株式 1,173,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,162,00016,162　　　　同上

単元未満株式 普通株式 179,297 － 　　　　同上

発行済株式総数 　 17,514,297 － －

総株主の議決権 　 － 16,162 －

　

②　【自己株式等】

平成21年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
割合(％)

（自己保有株式） 神奈川県厚木市寿町 　 　 　 　

盟和産業株式会社
三丁目1番1号ルリエ
本厚木

1,173,000 － 1,173,000 6.70

計 － 1,173,000 － 1,173,000 6.70

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 160 168 188 186 173 160 150 130 137

最低（円） 137 155 154 152 155 141 129 100 103

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、本四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

　

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役　常務執行役員

管理部門、海外事業部門、

内部統制　各担当

盟和（佛山）汽車配件有限公司　董事長

取締役　常務執行役員

管理部門、海外事業部門、

内部統制　各担当

 

飯塚　清 平成21年７月15日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,827,947 4,224,376

受取手形及び売掛金 ※4
 4,328,396 3,092,546

商品及び製品 626,374 599,880

仕掛品 － 961

未成工事支出金 － 10,117

原材料及び貯蔵品 370,378 263,865

販売用不動産 780,382 872,839

不動産事業出資金 3,407,383 4,604,775

繰延税金資産 350,936 121,035

その他 1,542,535 193,249

貸倒引当金 △5,811 △4,324

流動資産合計 14,228,524 13,979,324

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 1,373,467

※2
 1,423,170

機械装置及び運搬具（純額） 1,371,558 1,315,884

工具、器具及び備品（純額） 751,607 560,663

土地 ※2
 2,008,450

※2
 2,012,533

リース資産（純額） 139,490 155,450

建設仮勘定 160,898 788,099

有形固定資産合計 ※1
 5,805,472

※1
 6,255,802

無形固定資産 211,440 181,710

投資その他の資産

投資有価証券 2,339,543 2,088,232

繰延税金資産 633,676 765,365

役員に対する保険積立金 281,950 281,950

その他 132,982 229,821

貸倒引当金 △56,147 △50,411

投資その他の資産合計 3,332,004 3,314,959

固定資産合計 9,348,917 9,752,472

繰延資産

社債発行費 8,909 11,020

開業費 1,847 －

繰延資産合計 10,757 11,020

資産合計 23,588,199 23,742,816
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,117,799 2,617,668

短期借入金 2,132,100 3,856,480

1年内返済予定の長期借入金 ※2, ※3
 649,468

※2, ※3
 335,661

1年内償還予定の社債 200,000 200,000

リース債務 20,504 20,095

未払法人税等 18,119 －

賞与引当金 86,096 222,728

その他 406,504 534,960

流動負債合計 6,630,593 7,787,595

固定負債

社債 500,000 600,000

長期借入金 ※2, ※3
 3,006,039

※2, ※3
 1,502,815

リース債務 123,176 138,606

退職給付引当金 1,383,079 1,552,389

長期未払金 139,810 191,696

その他 1,782 1,782

固定負債合計 5,153,887 3,987,290

負債合計 11,784,481 11,774,885

純資産の部

株主資本

資本金 2,167,399 2,167,399

資本剰余金 1,696,397 1,696,397

利益剰余金 8,069,155 8,427,804

自己株式 △289,403 △288,853

株主資本合計 11,643,549 12,002,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 175,457 △39,195

繰延ヘッジ損益 △2,962 △2,389

為替換算調整勘定 △14,826 △2,560

評価・換算差額等合計 157,669 △44,144

少数株主持分 2,499 9,328

純資産合計 11,803,718 11,967,931

負債純資産合計 23,588,199 23,742,816
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 15,146,890 10,991,914

売上原価 13,016,199 9,467,078

売上総利益 2,130,690 1,524,836

販売費及び一般管理費 ※１
 2,131,329

※１
 1,793,363

営業損失（△） △639 △268,526

営業外収益

受取利息 10,079 20,768

受取配当金 54,186 31,754

受取賃貸料 12,886 11,185

デリバティブ評価益 － 8,865

その他 12,115 37,713

営業外収益合計 89,268 110,287

営業外費用

支払利息 81,221 81,181

支払手数料 66,876 49,230

貸倒引当金繰入額 21,640 3,455

デリバティブ評価損 13,670 －

その他 33,792 16,257

営業外費用合計 217,201 150,124

経常損失（△） △128,573 △308,364

特別利益

固定資産売却益 － 23,221

特別利益合計 － 23,221

特別損失

固定資産除却損 43,250 17,760

投資有価証券評価損 64,212 －

たな卸資産評価損 5,758 －

事業構造改善費用 － ※2
 255,224

減損損失 － 7,713

その他 － 14,951

特別損失合計 113,221 295,649

税金等調整前四半期純損失（△） △241,794 △580,792

法人税等 132,523 △215,995

少数株主損失（△） △22,975 △6,147

四半期純損失（△） △351,343 △358,648
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 4,596,654 4,227,676

売上原価 4,009,940 3,522,931

売上総利益 586,713 704,745

販売費及び一般管理費 ※1
 704,582

※1
 601,811

営業利益又は営業損失（△） △117,868 102,933

営業外収益

受取利息 1,513 7,445

受取配当金 18,327 10,139

受取賃貸料 4,295 3,728

為替差益 － 11,764

デリバティブ評価益 － 2,615

その他 4,523 6,708

営業外収益合計 28,660 42,401

営業外費用

支払利息 27,970 30,888

支払手数料 20,134 10,272

貸倒引当金繰入額 21,640 669

デリバティブ評価損 7,350 －

その他 12,346 112

営業外費用合計 89,442 41,942

経常利益又は経常損失（△） △178,651 103,392

特別損失

固定資産除却損 27,218 5,720

投資有価証券評価損 53,417 －

事業構造改善費用 － ※2
 4,572

減損損失 － 7,713

特別損失合計 80,635 18,006

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△259,287 85,386

法人税等 117,407 38,300

少数株主損失（△） △19,861 △641

四半期純利益又は四半期純損失（△） △356,833 47,727
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △241,794 △580,792

減価償却費 787,897 686,798

繰延資産償却額 2,110 2,110

減損損失 － 7,713

のれん償却額 764 6,220

賞与引当金の増減額（△は減少） △129,163 △136,578

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △22,420 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,898 △169,310

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △208,591 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 21,469 7,221

受取利息及び受取配当金 △64,265 △52,522

受取賃貸料 △12,886 △11,185

支払利息 81,221 81,181

営業外支払手数料 66,876 49,230

投資有価証券評価損益（△は益） 64,212 －

固定資産除売却損益（△は益） 43,250 △5,461

事業構造改善費用 － 255,224

売上債権の増減額（△は増加） 1,108,671 △1,234,620

たな卸資産の増減額（△は増加） 57,412 △136,930

仕入債務の増減額（△は減少） △607,926 557,489

販売用不動産の増減額（△は増加） △2,183,039 1,289,848

営業出資金の増減額（△は増加） 350,000 －

前渡金の増減額（△は増加） △19,089 △8,325

前受金の増減額（△は減少） △16,700 88,022

未払消費税等の増減額（△は減少） △41,012 4,320

その他 194,531 △135,130

小計 △760,572 564,523

利息及び配当金の受取額 64,245 55,105

利息の支払額 △75,464 △67,796

事業構造改善費用の支払額 － △234,693

法人税等の支払額 △66,731 △11,175

法人税等の還付額 － 32,088

営業活動によるキャッシュ・フロー △838,522 338,050
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △890,466 △567,599

有形固定資産の売却による収入 － 54,015

無形固定資産の取得による支出 △9,691 △89,684

投資有価証券の取得による支出 △383,448 △8,353

投資有価証券の売却による収入 31,875 100,000

短期貸付金の増減額（△は増加） － △1,300,000

出資金の回収による収入 51,030 －

子会社出資金の取得による支出 － △1,100

子会社株式の取得による支出 － △300

その他 － △1,806

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,100,701 △1,814,828

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,333,393 △1,722,200

長期借入れによる収入 139,201 2,050,000

長期借入金の返済による支出 △213,343 △233,099

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

自己株式の取得による支出 △18,035 △549

配当金の支払額 △181,498 △1,316

リース債務の返済による支出 － △15,020

少数株主の増資引受けによる払込額 80,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,039,717 △22,185

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,294 2,533

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △902,800 △1,496,429

現金及び現金同等物の期首残高 1,903,404 4,224,376

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,000,604

※１
 2,727,947
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【継続企業の前提に関する事項】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１．連結の範囲に関す
る事項の変更
 
 
 

(1)連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、新たに設立した盟和（佛山）汽車配件有限公司を連結の
範囲に含めております。

 

(2)変更後の連結子会社の数

　３社
　
　

　

　
　

　

【表示方法の変更】

　当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　　該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１.一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 
２.固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

 
３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降の経営環境等かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっております。
　
　

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１.税金費用の計算

　当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

※1

有形固定資産の減価償却累計額 11,800,074千円

 

※2　担保資産

　担保に供されている資産について、事業の運営にお

いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものは次のとおりで

あります。

　土　地　　　　　　　　　　　　　1,861,690千円

　建物及び構築物　　　　　　　　　　969,008千円

※1

有形固定資産の減価償却累計額 11,810,269千円

 

※2　担保資産

 

 

 

 

　土　地　　　　　　　　　　　　　1,462,626千円

　建物及び構築物　　　　　　　　　　943,553千円

※3　財務制限条項

(1)当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとする
コミット型シンジケーションローン契約（契約日：平
成17年９月30日、組成金額：1,500,000千円）には、下記
財務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合
は、本契約上のすべての債務について期限の利益を喪失
する可能性があります。

※3　財務制限条項

　当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとするコ
ミット型シンジケーションローン契約（契約日：平成
17年９月30日、組成金額：1,500,000千円）には、下記財
務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合
は、本契約上のすべての債務について期限の利益を喪失
する可能性があります。

　①各決算期末日の報告書等に記載される貸借対照表に
おける資本合計を、当該決算期の直前の決算期末日の報
告書等に記載される貸借対照表における資本合計と、平
成17年３月決算期末日における報告書等に記載された
貸借対照表の資本合計のいずれか高い金額の75％以上
に維持すること。

　①各決算期末日の報告書等に記載される貸借対照表に
おける資本合計を、当該決算期の直前の決算期末日の報
告書等に記載される貸借対照表における資本合計と、平
成17年３月決算期末日における報告書等に記載された
貸借対照表の資本合計のいずれか高い金額の75％以上
に維持すること。

　②各本決算期末日の報告書等に記載される損益計算書
における経常損益を、２期連続で負の値としないこと。

　②各本決算期末日の報告書等に記載される損益計算書
における経常損益を、２期連続で負の値としないこと。

(2)　当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとす
るコミット型シンジケートローン契約（契約日：平成
21年９月30日、組成金額：1,750,000千円）には、下記財
務制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合
は、本契約上のすべての債務について期限の利益を喪失
する可能性があります。

　　　────────────────

 

　①平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日
における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の
合計金額を、(ⅰ)平成21年３月期末日における単体の貸
借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に
相当する金額、又は（ⅱ)直近の事業年度末日における
単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額
の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額
以上に維持すること。

　

　②平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日
における単体の損益計算書に記載される営業利益を損
失としないこと。

　

(3)　当社の株式会社三井住友銀行をエージェントとす
るコミットメントライン契約（契約日：平成21年９月
30日、組成金額：1,000,000千円）には、下記財務制限条
項が付されており、当該条項に抵触した場合は、本契約
上のすべての債務について期限の利益を喪失する可能
性があります。

　　　────────────────

 

　①平成22年３月期末日における単体の貸借対照表に記
載される純資産の部の合計金額を、平成21年３月期末日
における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の
合計金額の75％以上に維持すること。

　

　②平成22年３月期末日における単体の損益計算書に記
載される営業損益を損失としないこと。
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当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

※4　満期手形の注記

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理について
は、手形交換日を持って決裁処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休
日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形
が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　受取手形　　　　　　　　　　　　　133,652千円

 

　　　────────────────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

給与手当　　　　　　　　　　　　　279,491千円

 

賞与引当金繰入額　　　　　　　　　 30,828千円

 

退職給付費用　　　　　　　 　　　　24,565千円

 

役員退職慰労引当金繰入額　　　　　　8,834千円

 

荷造梱包費　　　　　　　　　　　　 77,587千円

 

支払運賃　　　　　　　　　　　　　820,289千円

 

支払手数料　　　　　　　　　　　　161,194千円

 

 

　　　────────────────

 

 

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

給与手当　　　　　　　　　　　　  275,095千円

 

賞与引当金繰入額　　　　　　　　　 17,082千円

 

退職給付費用　　　　　　　 　　　  28,438千円

 

荷造梱包費　　　　　　　　　　　　112,112千円

 

支払運賃　　　　　　　　　　　　　667,200千円

 

支払手数料　　　　　　　　　　　　130,431千円

 

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　  3,656千円

 

 

※２　事業構造改善費用の内訳は次のとおりでありま
す。

 

固定資産除却損　　　　　　　　　　 20,417千円

 

固定資産の移設費用　　　　　　　　 35,981千円

 

希望退職にかかる割増退職金等　　　198,825千円

──────────────────────

合計　　　　　　　　　　　　　　　255,224千円
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

給与手当　　　　　　　　　　　　　92,491千円

 

賞与引当金繰入額　　　　　　　　△25,841千円

 

退職給付費用　　　　　　　 　　　　6,538千円

 

荷造梱包費　　　　　　　　　　　　24,616千円

 

支払運賃　　　　　　　　　　　　 266,114千円

 

支払手数料　　　　　　　　　　　　56,850千円

 

 

 

　　　────────────────

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

給与手当　　　　　　　　　　　　　　87,117千円

 

賞与引当金繰入額　　　　　　　　　△22,657千円

 

退職給付費用　　　　　　　　　　　　10,355千円

 

荷造梱包費　　　　　　　　　　　　　30,361千円

 

支払運賃　　　　　　　　　　　　　 246,592千円

 

支払手数料　　　　　　　　　　　　　38,457千円

 

　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　 3,091千円

 

※２　事業構造改善費用の内訳は次のとおりでありま
す。

 

固定資産の移設費用等　　　　　　　 4,572千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間
末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係（平成20年12月31日現
在）

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間
末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係（平成21年12月31日現
在）

　

現金及び預金勘定 1,000,604千円

現金及び現金同等物 1,000,604千円

　

　

現金及び預金勘定 2,827,947千円

預入期間３か月超の定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 2,727,947千円

　
　 　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

連結会計期間末

(千株)

　普通株式 17,514

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

連結会計期間末

(千株)

　普通株式 1,174

　

３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

　　　　　該当事項はありません。

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　　該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

盟和産業株式会社(E02387)

四半期報告書

22/30



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　

　
自動車部品事業

(千円)

住宅事業

(千円)

包装製品事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 4,417,424156,244 22,9854,596,654－ 4,596,654

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

計 4,417,424156,244 22,9854,596,654－ 4,596,654

営業利益又は営業損失(△） △88,411 184 △29,359△117,586(281)△117,868

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 自動車部品事業………フロア内装品、トランク内装品等の自動車内装部品

(2) 住宅事業………………ファミリーマンション・戸建住宅の販売

　　　　　　　　　　　　マンションオフィスの床材等の建材

(3) 包装製品事業…………発泡プラスチック成形品

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　

　
自動車部品事業

(千円)

住宅事業

(千円)

包装製品事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 4,077,717134,684 15,2744,227,676－ 4,227,676

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

計 4,077,717134,684 15,2744,227,676－ 4,227,676

営業利益又は営業損失(△） 105,5777,130 △9,574 103,134(200) 102,933

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 自動車部品事業………フロア内装品、トランク内装品等の自動車内装部品

(2) 住宅事業………………ファミリーマンション・戸建住宅の販売

　　　　　　　　　　　　　　　　 マンションオフィスの床材等の建材

(3) 包装製品事業…………発泡プラスチック成形品
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　

　
自動車部品事業

(千円)

住宅事業

(千円)

包装製品事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 14,368,427688,247 90,21515,146,890－ 15,146,890

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

計 14,368,427688,247 90,21515,146,890－ 15,146,890

営業利益又は営業損失(△） △19,71668,570△48,730 124（764） △639

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 自動車部品事業………フロア内装品、トランク内装品等の自動車内装部品

(2) 住宅事業………………ファミリーマンション・戸建住宅の販売

　　　　　　　　　　　　マンションオフィスの床材等の建材

(3) 包装製品事業…………発泡プラスチック成形品

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　

　
自動車部品事業

(千円)

住宅事業

(千円)

包装製品事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 10,516,643438,124 37,14710,991,914－ 10,991,914

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

計 10,516,643438,124 37,14710,991,914－ 10,991,914

営業利益又は営業損失(△） △290,94346,295△23,277△267,925(600)△268,526

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

(1) 自動車部品事業………フロア内装品、トランク内装品等の自動車内装部品

(2) 住宅事業………………ファミリーマンション・戸建住宅の販売

                               マンションオフィスの床材等の建材

       (3) 包装製品事業…………発泡プラスチック成形品
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。

　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　

(有価証券関係)

　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

　変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

　

１株当たり純資産額 722円24銭

　

　

１株当たり純資産額 731円70銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

連結貸借対照表純資産の部の合計額（千円） 11,803,718 11,967,931

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 2,499 9,328

　少数株主持分（千円） (2,499) (9,328)

普通株式に係る純資産額（千円） 11,801,218 11,958,602

普通株式の発行済株式数（株） 17,514,297 17,514,297

普通株式の自己株式数（株） 1,174,517 1,170,690

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（株）

16,339,780 16,343,607

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

 

１株当たり四半期純損失 21円25銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失 21円95銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

　 　

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千
円）

351,343 358,648

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純損失（千円） 351,343 358,648

　普通株式の期中平均株式数（株） 16,533,633 16,341,807
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

 

１株当たり四半期純損失 21円61銭

 

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 2円92銭

 

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四
半期純損失（△）（千円）

△356,833 47,727

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円）

△356,833 47,727

　普通株式の期中平均株式数（株） 16,513,808 16,340,548

　

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

　リース取引の四半期連結会計期間末の取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

盟和産業株式会社

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    丸    山    邦    彦

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    市    川    一    郎
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている盟和

産業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、盟和産業株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

盟和産業株式会社

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    市    川    一    郎

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    柴    田    　    剛
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている盟和

産業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、盟和産業株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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